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共催シンポジウム

ポストコロナの日本の畜産
座長：佐藤 正寛（東北大院農）、小澤 壯行（日獣大応用生命）、柏崎 直巳（麻布大 ）、眞鍋 昇（家畜改良セン

ター・大阪国際大 ）
Mon. Mar 29, 2021 3:00 PM - 6:00 PM  ライブ配信

共催：（公社）日本畜産学会・日本学術会議・日本畜産学アカデミー 

協賛：日本ハム株式会社 

視聴はこちら（配信期間：3/24～4/3） 

総合討論の視聴はこちら（3/29 17:00～18:00 ライブ配信） 

パスコード：329374 

 

※講演動画：オンデマンド配信 

　総合討論：2021年3月29日（月）17:00～18:00 ライブ配信 

（講演動画は各自でご視聴ください。Zoom会場でのライブ配信は17:00から開始します。）

2019年末に中国・武漢から全世界へ感染拡大したと考えられている「新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）」はパンデミックとなり、人類に大きな影響を与え、現在もなお拡大し続けている。2020年春には政府の緊

急事態宣言が発出され、学校の休校や大規模イベントは中止となり、さらに東京オリンピック・パラリンピック

の延期も決まった。さらに日本の学校は急遽、休校措置を実施した。給食向けの牛乳は、その行き場を無くした

が、農水省は「プラスワンプロジェクト」を展開した結果、その被害を最小限に抑えることができた。また牛肉

は、インバウンド需要や外食需要が急激に減少したことや輸出量の減少により、その枝肉市場価格が下落し、国

内在庫量を積み上げることとなった。一方で、この牛肉価格の低下は、在宅勤務や休校の影響から、家庭での消

費量を押し上げた。さらに、消費の約半分量を輸入に頼る豚肉は、北米での食肉処理場・加工場等の稼働停止に

伴い、その供給量は５月以降に減少し、さらに中国でのASF（アフリカ豚熱）の影響もあり、その相場は高値で推

移した。しかし、外食向けの畜産物を含む食材需要は、首都圏を中心に飲食店等の営業自粛・時短営業の要請等

によって落ち込み、その回復にはさらに時間を要することが見込まれている。その一方で、家庭での内需増加や

輸入量減少によって国産豚肉は大手量販店を中心に好調な販売実績を示した。秋を迎えると輸入豚肉の価格が落

ち着き、10月からのGO TOキャンペーン等により外食需要の回復が期待されたが、第三波の感染拡大により、こ

のキャンペーンは停止に追い込まれた。鶏卵は年初から相場価格が低迷し、感染拡大にともない、外食・土産菓

子等の需要が落ち込んだ。しかし、牛肉・豚肉の需要と同様、10月に入ると需要が戻り始め、鶏卵卸売価格

は、徐々に上向いた。鶏肉は、牛肉・豚肉と同様に、家庭内の内需拡大の影響により、量販店販売が好調だ

が、感染拡大による外食産業不振による輸入食肉の需要低迷の影響を受け、その国内在庫量が増加した。畜産関

連の人材輩出、技術開発を担う大学を含めた研究機関では、学術研究成果の発表の場である学術大会・学会が相

次いで中止となり、大きな影響を受け、その研究活動は落ち込んだ。さらに、大学では卒業式・入学式等の行事

が中止となり、新学期の多くの講義や会議等は、インターネットを介したリモート形式で行なわれるように

なった。また、ここ数年好調であった大学新卒予定者就職内定率は、経済状況の悪化によって低下した。このよ

うにOVID-19パンデミックは、大学を含めた高等教育機関や研究機関における教育・研究の活動意義やその方向

性について、再検討する契機となった。 

　2021年を迎えると、これまでの最大感染者数を記録し、その脅威がさらに増し、２度目の緊急事態宣言が発出

された。日本社会は、このCOVID-19パンデミックにより大きな影響を受け、私たちはすでにグローバル化してい

る社会で活動していることを実感することとなった。そして私たちは新たな社会活動にあたり、日本における畜

産を含めた食料の生産および供給の意義を再認識し、「持続可能な食料生産」や「食料安全保障」について、よ

りグローバルな視点を持って新たな現実的対応を展開していかなければならない。 

　日本の食料の生産・供給に重要な役割を果たしている「畜産」がこのCOVID-19のパンデミックからどのような

影響を受けたのか。日本畜産学会は、その現状を把握し、記録に残し、そして今後の進むべき方向性について探

究するための一助とすることを目的に、このシンポジウムを企画致した。
 

 

https://confit.atlas.jp/guide/event/jsas128/static/joint_sympo
https://zoom.us/j/96804958108?pwd=SjlOaE5tZStaRUVwaTBtZXRCT2pHQT09
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新型コロナウィルスのパンデミックによる飼料供給情勢の変化と

今後の展望
〇Akio Takenaka1 (1.Japan Scientific Feeds Association)

 
飼料供給は畜産を支える根幹の部分であり、我が国の畜産における飼料自給率から考えると、海外からの供給体

制が大きな部分を占めている。各畜種における情勢については、他の先生方の講演内容を参照していただくとし

て、全体的な飼料供給体制の変化と今後の展望について概説する。 

　まず、配合飼料原料の大部分は輸入トウモロコシや大豆粕であるが、トウモロコシの国際市況は、一時期コロ

ナウィルス蔓延による需要の低下と潤沢な供給量によって安値を付けていたが、昨年の夏以降、中国の積極的な

買い付けと南米の天候不順により高値が続いている。今年に入っても、当面は同様の傾向が続くとみられてお

り、特に、中国が ASFの影響で一時的に養豚の飼養頭数が一億頭以上減少したが、その影響で豚肉価格が高騰

し、生産者の意欲が増大したことから、養豚飼養の大幅な拡大により配合飼料の需要が増大し、配合飼料に使用

するトウモロコシが中国内で賄いきれなくなったために北米産を中心とした輸入トウモロコシに依存することに

なった。一方、大豆粕については、業務や加工向けの油脂需要が低下したことから、日本国内の大豆搾油量の減

少が続いており、国産の油粕の供給が低下した結果、輸入大豆粕への依存度が高まっている。大豆粕以外の副原

料についても、国内の外食産業の縮小の影響から、飼料用ふすまやグルテンフィードの生産量も減少傾向であ

り、輸入への依存度が高まっていくものと考えられる。さらに、飼料原料の輸入に関するコスト面では、中国の

買い付け増加により輸送費の上昇も予想されている。以上のことから、今後、飼料原料供給情勢は世界的にみて

も厳しい状況が長引く恐れがあり、国内畜産業においても、その対応が急務となってくる。 

　飼料費は、畜種によって異なるものの、国内の畜産業のコストの大きな部分を占めていることから、今後の対

策として、私の方から2点ほどの提言をさせていただきたい。一つは、効率の良い家畜の飼養のための飼料給与の

精密化である。低タンパクでアミノ酸バランスを考慮した飼料等を用いた過剰な栄養素の給与の削減は、タンパ

ク質飼料の節約と同時に、家畜からの余剰な窒素の排出を抑制することが可能となり、環境負荷の少ない効率的

な畜産につながるものである。このようないわゆるスマートフィーディングを行うことによって、飼料給与の無

駄をなくしていくことが、飼料費の抑制にもつながるものと考えられる。もう一つは、飼料用米や国産トウモロ

コシの有効な活用によって、飼料資源の国産化を進めていくことが、飼料穀物等の輸入量の削減につながる。さ

らに、余剰な食料や食品残渣、製造副産物を活用した、いわゆるエコフィードの有効利用を進めることによ

り、環境負荷の少ない、効率的な畜産が実現できるものと考えられる。 

　以上のような、無駄がなく輸入穀物に頼らない畜産への転換が、我が国の畜産業を守り、さらにその畜産物を

通じて安心で安全な食を守っていくことに通じていくものと確信している。


